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歳　入

増減額　③ 増減率(％)

款 予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

1 分担金及び負担金 4,851,250 68.0 4,565,264 69.6 285,986 6.3

2 使用料及び手数料 800,045 11.2 799,993 12.2 52 0.0

3 国 庫 支 出 金 381,709 5.3 469,230 7.1 △ 87,521 △ 18.7

4 県 支 出 金 29,526 0.4 30,312 0.5 △ 786 △ 2.6

5 財 産 収 入 13,090 0.2 13,024 0.2 66 0.5

6 繰 入 金 66,000 0.9 66,000 皆増

7 繰 越 金 20,000 0.3 20,000 0.3 0 0.0

8 諸 収 入 81,295 1.1 60,801 0.9 20,494 33.7

9 組 合 債 895,900 12.6 603,000 9.2 292,900 48.6

△ 寄 附 金 1 0.0 △ 1 皆減

合 計 7,138,815 100.0 6,561,625 100.0 577,190 8.8

［　１款　分担金及び負担金　］

　長生郡市広域市町村圏組合は、その性格上、主な財源を市町村負担金に依存している。

歳入の主な増減理由

区　　分

令和4年度　一般会計予算概要
（単位：千円）

令和3年度令和4年度

　令和４年度一般会計予算に占める負担金の割合は、68％で、前年度予算額に対して285,986千円、

6.3％増の4,851,250千円を計上。

［　２款　使用料及び手数料　］

　前年度予算額に対して52千円増の800,045千円を計上。

　増額となった要因は、温水センター屋外施設使用料で18万円余、消防手数料で20万円の増を実績に基づ

き、見込んだことによるもの。

　増額となった要因は、各施設の老朽化に伴う維持補修費の増、ごみ焼却施設基幹的設備改良事業で令和

２年度に予定していた工事を、令和４年度に持ち越したこと、また、昨年、令和３年度の予算編成時におい

て、新型コロナウイルス感染症の市町村財政に与える影響を考慮し、通常の予算査定後に、更に、維持補修

費などを先送りするなどし、１億円余の市町村負担金を緊急的に削減したことによるもの。

［　３款　国庫支出金　］

　前年度予算額に対して87,521千円、18.7％減の381,709千円を計上。

　減額となった要因は、ごみ焼却施設基幹的設備改良事業において、事業費の総額は増となったものの、交

付対象事業費が減となったことで、二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金が、1億1,132万円の減となった

ことによるもの。

　内訳として、衛生費補助金では、廃棄物処理施設モニタリング事業費補助金で180千円、ごみ焼却施設基

幹的設備改良事業に対する二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金で345,506千円、新最終処分場建設

事業に対する循環型社会形成推進交付金で35,273千円、消防費補助金では、アイソレーター装置購入に

対する緊急消防援助隊設備整備補助金で750千円を計上。
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［　４款　県支出金　］

　前年度予算額に対して786千円、2.6％減の29,526千円を計上。

［　５款　財産収入　］

　前年度予算額に対して66千円、0.5％増の13,090千円を計上。

　増額となった要因は、消防廃車車両の売払収入で、実績に基づき7万円余の増を見込んだことによるもの。

　内訳として、財産貸付料で温水センター浴場棟・プール棟等で8,926千円、大芝土地で2,739千円、入山津

旧分署で1,095千円、電柱等用地貸付料で7千円、利子及び配当金で一般廃棄物処理施設建設基金の利

子で1千円、物品売払収入で消防廃車車両の売却代で322千円を計上。

　減額となった要因は、東京オリンピック競技大会消防・救急体制整備費に対する補助金259万円余の皆

減、消防機庫新築１棟の減による消防防災施設強化事業補助金で、223万円の減などによるもの。

　内訳として、消防費補助金で、千葉市、市原市の石油コンビナートに隣接する茂原市、長柄町、長南町の

消防施設整備に対する石油貯蔵施設立地対策等交付金で12,777千円、消防設備整備などに対する消防

防災施設強化事業補助金で16,509千円、消防団員入団促進の広報・啓発事業に対する千葉県地域防災力

向上総合支援補助金で240千円を計上。

［　７款　繰越金　］

　前年度予算額、また、予備費と同額の20,000千円を計上。

［　６款　繰入金　］

　皆増で、66,000千円を計上。

　清掃費、不燃物処理費の粗大ごみ破砕機駆動用高圧モーター更新工事費の特定財源として、一般廃棄

物処理施設建設基金から繰入しようとするもの。

［　９款　組合債　］

　前年度予算額に対して292,900千円、48.6％増の895,900千円を計上。

　増額となった要因は、ごみ焼却施設基幹的設備改良事業費で起債対象事業費の増による1億7,300万円、

ごみ焼却施設の蒸気タービン発電機補修工事で6,600万円、最終処分場嵩上げ事業で8,050万円を特定財

源として計上したことによるもの。

　内訳として、衛生債の可燃ごみ処理施設整備事業として、ごみ焼却施設基幹的設備改良事業及び蒸気

タービン発電機補修工事で653,100千円、最終処分場施設整備事業として、エコパーク長生の延命化による

嵩上げ事業で80,500千円、また、消防債の常備消防施設整備事業として、高規格救急自動車及び消防ポ

ンプ自動車各１台購入で56,900千円、非常備消防施設整備事業で消防機庫新築事業２棟、消防ポンプ自

動車１台、小型動力ポンプ付積載車３台及び小型動力ポンプ積載車１台購入で105,400千円を計上。

［　８款　諸収入　］

　前年度予算額に対して20,494千円、33.7％増の81,295千円を計上。

　増額となった要因は、雑入において、ごみ資源化物売却代で1,961万円余、売却電気料金で230万円の増

を、実績に基づき、見込んだことによるもの。

　主な内訳としては、ごみ資源化物売却代で45,862千円、売却電気料金で30,000千円を計上。
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歳　出（目的別）

増減額③ 増減率(％)

款項目 予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

1 議　　会　　費 2,110 0.0 2,099 0.0 11 0.5

2 総　　務　　費 171,331 2.4 166,754 2.5 4,577 2.7

3 民　　生　　費 49,939 0.7 42,221 0.7 7,718 18.3

1 1 介護認定審査会費 40,936 0.6 35,739 0.6 5,197 14.5

2 1
障害支援区分認定
審査会費

9,003 0.1 6,482 0.1 2,521 38.9

4 衛　　生　　費 3,765,023 52.7 3,157,146 48.1 607,877 19.3

1 294,613 4.1 305,327 4.6 △ 10,714 △ 3.5

1 保健衛生総務費 252,180 3.5 256,265 3.9 △ 4,085 △ 1.6

2 夜間急病診療所費 42,433 0.6 44,481 0.7 △ 2,048 △ 4.6

△
温水センター屋外
施設費(2項へ組替)

4,581 0.0 △ 4,581 皆減

2 清　掃　費 3,470,410 48.6 2,851,819 43.5 618,591 21.7

1 清掃総務費 173,800 2.4 178,116 2.7 △ 4,316 △ 2.4

2 し尿処理費 136,568 1.9 136,996 2.1 △ 428 △ 0.3

3 可燃物処理費 2,236,510 31.3 1,906,233 29.1 330,277 17.3

4 不燃物処理費 285,066 4.0 183,959 2.8 101,107 55.0

5 最終処分場費 332,933 4.7 205,730 3.1 127,203 61.8

6 資源化推進費 194,024 2.7 190,966 2.9 3,058 1.6

7
新最終処分場建設
費

107,547 1.5 49,819 0.8 57,728 115.9

8
温水センター屋外
施設費

3,962 0.1 3,962 皆増

5 消　　防　　費 2,574,950 36.1 2,612,836 39.8 △ 37,886 △ 1.4

1 1 常備消防費 2,184,442 30.6 2,206,445 33.6 △ 22,003 △ 1.0

2 非常備消防費 135,052 1.9 132,122 2.0 2,930 2.2

3 常備消防施設費 98,124 1.4 93,076 1.4 5,048 5.4

4 非常備消防施設費 157,332 2.2 181,193 2.8 △ 23,861 △ 13.2

6 教　　育　　費 18,345 0.3 18,347 0.3 △ 2 0.0

7 公　　債　　費 537,117 7.5 542,222 8.3 △ 5,105 △ 0.9

8 予　　備　　費 20,000 0.3 20,000 0.3 0 0.0

7,138,815 100.0 6,561,625 100.0 577,190 8.8

（単位：千円）

合　　　　　計

令和4年度
区　　分

保健衛生費

令和3年度
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（　１項 １目　介護認定審査会費　）

　（　２項 １目　障害支援区分認定審査会費　）

　（　１項　保健衛生費　）

［　４款　衛生費　］

　前年度予算額に対して5,197千円、14.5％増の40,936千円を計上。

　増額となった要因は、人事異動に伴う職員人件費で426万円余、介護認定システム借上げの更新などに伴う物件

費で92万円余の増によるもの。

［　３款　民生費　］

　前年度予算額に対して7,718千円、18.3％増の49,939千円を計上。

　前年度予算額に対して607,877千円、19.3％増の3,765,023千円を計上。

　前年度予算額に対して10,714千円、3.5％減の294,613千円を計上。

　前年度予算額に対して4,085千円、1.6％減の252,180千円を計上。

　前年度予算額に対して2,521千円、38.9％増の9,003千円を計上。

　増額となった要因は、審査依頼件数の増による審査会開催の増に伴う委員報酬、人事異動に伴う職員人件費の

増によるもの。

<　１目 保健衛生総務費　>

<　△ 温水センター屋外施設費 【清掃費へ組替のため皆減】　>

　温水センターは、ごみ処理場の付帯施設として整備された施設であること、また、屋外施設の用地は一般廃棄

物の最終処分場であり、環境衛生課（清掃費）の職員が事務を兼務していることから、実態に合わせ令和４年度

から清掃費に予算計上を組替えるもの。

　減額となった要因は、医薬材料費など物件費で32万円余、受変電設備嵩上げ等工事の終了による維持補修費

で148万円の減などによるもの。

<　２目 夜間急病診療所費　>

　増額となった要因は、人事異動に伴う職員人件費で147万円余、温水センター浴場棟・プール棟及び組合管理棟の

老朽化による維持補修費で347万円余の増などによるもの。

［　１款　議会費　］

　前年度予算額に対して11千円、0.5％増の2,110千円を計上。

　増額となった要因は、会議録作成委託の増を見込んだことによる物件費の増によるもの。

歳出（目的別）の主な増減理由

　前年度予算額に対して2,048千円、4.6％減の42,433千円を計上。

　減額となった要因は、人事異動に伴う職員人件費で、458万円余の減などによるもの。

［　２款　総務費　］

　前年度予算額に対して4,577千円、2.7％増の171,331千円を計上。
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　増額となった要因は、事業の進捗により、土木工事実施設計作成委託による普通建設事業費で8,457万円余の

増によるもの。

<　６目 資源化推進費　>

　前年度予算額に対して3,058千円、1.6％増の194,024千円を計上。

　増額となった要因は、紙類等収集業務委託及び、ビン等収集業務委託による労務単価の上昇など物件費で

876万円余の増によるもの。

　減額となった要因は、電気料の減を実績に基づき見込んだことによるもの。

　前年度予算額に対して619千円、13.5％減の3,962千円を計上。

　減額となった要因は、令和３年度に、テニスコート人工芝整備委託を計上していたことによる物件費で62万円の
減によるもの。

　減額となった要因は、人事異動に伴う職員人件費で254万円余、また、令和３年度には、５年ごとに策定が必要

な一般廃棄物処理基本計画策定委託を計上していたことによる物件費で179万円余の減などによるもの。

　前年度予算額に対して4,316千円、2.4％減の173,800千円を計上。

　（　２項　清掃費　）

<　３目 可燃物処理費　>

　前年度予算額に対して127,203千円、61.8％増の332,933千円を計上。

<　１目清掃総務費　>

<　７目 新最終処分場建設費　>

　前年度予算額に対して428千円、0.3％減の136,568千円を計上。

<　８目 温水センター屋外施設費　【保健衛生費から組替】 >

　増額となった要因は、ごみ受入選別作業等業務委託で労務単価の上昇などによる物件費で1,677万円余、

粗大ごみを破砕処理するための破砕機駆動用高圧モーター更新工事での6,600万円を含む、粗大ごみ処理施

設補修工事など施設老朽化による維持補修費で8,435万円余の増によるもの。

　なお、粗大ごみ破砕機駆動用高圧モーター更新工事は緊急性が高く、契約から更新工事完了まで８か月程を
要する見込みのため、令和３年度２月補正予算で債務負担行為を設定し速やかに執行するとともに、その特定
財源として、一般廃棄物処理施設建設基金から繰入れを行い、市町村負担金の平準化を図ろうとするもの。

　前年度予算額に対して57,728千円、115.9％増の107,547千円を計上。

<　４目 不燃物処理費　>

　前年度予算額に対して101,107千円、55.0％増の285,066千円を計上。

　増額となった要因は、最終処分場補修工事など施設老朽化による維持補修費で3,373万円余、
エコパーク長生の延命化による最終処分場嵩上げ事業に伴う普通建設事業費で9,573万円余の増などによるも
の。
　なお、最終処分場嵩上げ事業は、令和５年度まで２か年を要するため、令和４年度当初予算で、併せて債務負
担行為を設定しようとするもの。

<　５目 最終処分場費　>

　増額となった要因は、蒸気タービン発電機補修工事に伴う電気料の増、可燃物収集業務委託で労務単価の上

昇、ごみ焼却施設総合定期点検委託で点検項目が増加したことなどによる物件費で5,013万円余、蒸気タービン

発電機補修工事及びごみ焼却施設補修工事など施設老朽化による維持補修費で1億3,887万円余、平成30年

度から、５か年の債務負担行為を設定し施工している、ごみ焼却施設基幹的設備改良事業において、令和２年

度に予定していた工事が、新型コロナウイルス感染症の影響により、作業員や資材の手配が出来ず、令和４年度

へ持ち越しとなったことで、普通建設事業費が、1億4,161万円余の増となったことなどによるもの。

　なお、ごみ焼却施設基幹的設備改良事業において、５か年の総事業費に増額は生じない。

<　２目 し尿処理費　>

　前年度予算額に対して330,277千円、17.3％増の2,236,510千円を計上。

　前年度予算額に対して618,591千円、21.7％増の3,470,410千円を計上。
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［　５款 １項　消防費　］

<　４目 非常備消防施設費　>

　前年度予算額に対して23,861千円、13.2％減の157,332千円を計上。

　前年度予算額に対して2千円減の18,345千円を計上。

　減額となった要因は、令和４年度には、視聴覚教材センターで管理する公用車の車検が無いことによる、自賠責保険

料など補助費等で2万円余の減などによるもの。

　構成市町村からの要望により消防団の機庫や消防団車両の整備を特別負担金で行うもので、減額となった要

因は、消防機庫新築１棟の減による普通建設事業費で、2,740万円余の減などによるもの。

　市町村ごとの事業一覧は別表のとおり。

<　３目 常備消防施設費　>

<　１目 常備消防費　>

［　７款　公債費　］

<　２目 非常備消防費　>

　前年度予算額に対して37,886千円、1.4％減の2,574,950千円を計上。

　前年度予算額に対して5,048千円、5.4％増の98,124千円を計上。

　前年度予算額に対して2,930千円、2.2％増の135,052千円を計上。

　増額となった要因は、消防団車両の車検台数及び団員制服更新の増などによる物件費で157万円余、消火栓

修繕負担金で積算単価の上昇による補助費等で115万円余の増などによるもの。

　前年度予算額に対して22,003千円、1.0％減の2,184,442千円を計上。

　減額となった要因は、令和３年度に、東京オリンピック、サーフィン競技大会、消防救急対策に伴う職員手当の

計上があったことなどによる職員人件費で3,038万円余の減などによるもの。

　増額となった要因は、令和元年の豪雨災害時に水没し廃車した指揮支援車の代替車両の購入による普通建設

事業費で504万円余の増によるもの。

［　６款　教育費　］

　前年度予算額に対して5,105千円、0.9％減の537,117千円を計上。

　減額となった要因は、清掃債で、最終処分場エコパーク長生建設事業として平成18年度に借り入れた元金償還、ま

た、消防債で非常備消防施設整備事業として投光器73台、小型動力ポンプ付積載車及び消防ポンプ自動車各５台

購入の購入費用で平成28年度に借り入れた元金償還が令和３年度で終了することによるもの。
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  歳　出 （性質別）

増減額③ 増減率(％)

予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

人 件 費 2,423,057 33.9 2,452,431 37.4 △ 29,374 △ 1.2

物 件 費 1,801,796 25.2 1,738,318 26.5 63,478 3.7

維 持 補 修 費 448,877 6.3 199,077 3.0 249,800 125.5

扶 助 費 25,410 0.4 25,630 0.4 △ 220 △ 0.9

補 助 費 等 391,798 5.5 392,758 6.0 △ 960 △ 0.2

普 通 建 設 事 業 費 1,490,760 20.9 1,191,189 18.1 299,571 25.1

公 債 費 537,117 7.5 542,222 8.3 △ 5,105 △ 0.9

予 備 費 20,000 0.3 20,000 0.3 0 0.0

合 計 7,138,815 100.0 6,561,625 100.0 577,190 8.8

［　人件費　］

［　物件費　］

　前年度予算額に対して249,800千円、125.5％の増となった。

　増額となった要因は、老朽化した各施設の補修工事をはじめ、ごみ焼却施設で、蒸気タービン発電機補

修工事、粗大ごみ処理施設で、粗大ごみ破砕機駆動用高圧モーター更新工事の計上によるもの。

［　維持補修費　］

（単位：千円 ）

区　　　分
令和4年度 令和3年度

　歳出（性質別）の主な増減理由

　前年度予算額に対して29,374千円、1.2％の減となった。

　増額となった要因は、燃料単価の上昇、清掃費で、ごみ処理に伴う薬品の単価の上昇、ごみ焼却施設の

蒸気タービン発電機補修工事に伴う電気料の増による需用費、各種ごみ収集業務委託及びごみ受入選別

作業等業務委託で労務単価の上昇、ごみ焼却施設総合定期点検委託で点検項目の増、廃スプリング製

品等の搬入量増に伴う運搬解体業務委託、消防費で、感染症対策による空調機清掃委託、消防車両車載

端末地図データ更新委託、また、茂原市、睦沢町に設置している飲料水兼用耐震性貯水槽点検清掃委託

による委託料の増によるもの。

　前年度予算額に対して63,478千円、3.7％の増となった。

　減額となった要因は、令和３年度に、東京オリンピック、サーフィン競技大会、消防救急対策伴う職員手当

の計上があったことによるもの。
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［　扶助費　］

［　補助費等　］

［　普通建設事業費　］

　前年度予算額に対して299,571千円、25.1％の増となった。

［　公債費　］

　前年度予算額に対して5,105千円、0.9％の減となった。

　減額となった要因は、清掃債で、最終処分場エコパーク長生建設事業として平成18年度に借り入れた元

金償還、また、消防債で非常備消防施設整備事業として投光器73台、小型動力ポンプ付積載車及び消

防ポンプ自動車各５台購入の購入費用で平成28年度に借り入れた元金償還が令和３年度で終了すること

によるもの。

　職員に係る児童手当を計上したもの。

　減額となった要因は、清掃費で、債務負担行為を設定している、エコパーク長生の延命化による最終処分

場嵩上げ事業に伴う、地元同意事業負担金の年度内訳よるもの、また、消防費で、実績に基づき、ちば消防

共同指令センター負担金の減を見込んだことによるもの。

　増額となった要因は、債務負担行為を設定している、ごみ焼却施設基幹的設備改良事業の年度内訳の

増、エコパーク長生の延命化による最終処分場嵩上げ事業、新最終処分場建設事業に伴う土木工事実施

設計作成委託の計上によるもの。

　前年度予算額に対して220千円、0.9％の減となった。

　前年度予算額に対して960千円、0.2％の減となった。
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款
項

目
節

臨
時

/
経

常
事

　
業

　
名

予
算

要
求

額
（
千

円
）

事
　

業
　

内
　

容
　

等

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

7,
25
9

計
7,
25
9

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

12
,8
37

計
12
,8
37

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

10
,2
04

計
10
,2
04

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

19
2,
53
6

計
19
2,
53
6

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

9,
64
5

計
9,
64
5

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

1,
61
5

計
1,
61
5

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

12
7,
49
9

計
12
7,
49
9

4
.
1
.
1

保
健

衛
生

総
務

費

1
2

1
2

経
常

休
日

在
宅

当
番

医
業

務
委

託
9,
64
5

4
.
2
.
1

清
掃

総
務

費
1
0

経
常

印
刷

製
本

費
ご

み
の

分
け

方
出

し
方

（
保

存
版

）
1,
61
5

　
圏

域
住

民
に

対
し

ご
み

の
分

別
方

法
を

周
知

す
る

も
の

で
、

前
回

は
平

成
1
9
年

度
に

作
成

、
各

戸
配

付
し

た
が

、
ご

み
種

の
増

加
や

排
出

方
法

の
変

更
が

生
じ

て
い

る
た

め
、

現
況

に
あ

わ
せ

た
も

の
を

作
製

し
配

付
す

る
と

と
も

に
、

組
合

ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト

に
掲

載
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

　
夜

間
急

病
診

療
所

に
お

け
る

初
期

医
療

行
為

の
結

果
、

直
ち

に
治

療
及

び
入

院
を

必
要

と
す

る
患

者
の

処
置

及
び

夜
間

の
急

病
患

者
の

診
療

に
関

す
る

業
務

を
委

託
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

2
.
1
.
1

一
般

管
理

費

1
3

経
常

介
護

認
定

シ
ス

テ
ム

借
上

【
長

期
継

続
契

約
 
 
 
H
2
9
.
1
2
.
1
～

R
4
.
1
1
.
3
0
】

10
,2
04

　
５

年
ご

と
に

、
全

て
の

シ
ス

テ
ム

を
入

れ
替

え
て

お
り

、
令

和
４

年
度

は
更

新
の

年
と

な
る

。

1
4

経
常

組
合

管
理

棟
設

備
等

更
新

工
事

12
,8
37

　
使

用
開

始
か

ら
2
4
年

目
を

迎
え

、
空

調
機

の
不

具
合

や
雨

漏
り

が
生

じ
始

め
た

こ
と

か
ら

、
組

合
議

会
、

管
理

者
会

議
、

職
員

研
修

な
ど

に
支

障
の

無
い

よ
う

負
担

金
の

平
準

化
を

図
り

な
が

ら
、

空
調

機
の

更
新

と
屋

上
防

水
更

新
工

事
を

行
っ

て
い

こ
う

と
す

る
も

の
。

1
4

経
常

浴
場

棟
・

プ
ー

ル
棟

設
備

等
更

新
工

事
7,
25
9

　
開

設
か

ら
2
7
年

目
を

迎
え

、
不

具
合

が
生

じ
て

い
る

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

ル
ー

ム
の

空
調

機
更

新
工

事
を

行
お

う
と

す
る

も
の

。

3
.
1
.
1

介
護

認
定

審
査

会
費

　
休

日
に

お
け

る
在

宅
当

番
医

に
よ

る
急

病
患

者
の

診
療

に
関

す
る

業
務

を
委

託
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

令
和
４
年
度
 一

般
会
計
予
算
 主

要
事
業

左
の

財
源

（
千

円
）

4
.
2
.
2

し
尿

処
理

費
1
2

経
常

汚
泥

再
生

処
理

セ
ン

タ
ー

長
期

包
括

運
営

業
務

委
託

【
長

期
継

続
契

約
 
 
 
H
3
0
.
7
.
1
～

R
1
5
.
6
.
3
0
】

12
7,
49
9

　
平

成
3
0
年

８
月

に
稼

働
を

開
始

し
、

施
設

運
営

方
法

に
つ

い
て

は
、

複
数

の
企

業
が

共
同

で
事

業
を

行
う

J
V
方

式
で

結
成

さ
れ

た
共

同
企

業
体

と
、

1
5
年

間
に

わ
た

る
長

期
継

続
事

業
と

し
て

業
務

を
委

託
し

て
い

る
。

　
な

お
、

共
同

企
業

体
の

特
色

を
生

か
し

た
技

術
力

や
安

定
し

た
経

営
基

盤
が

確
保

さ
れ

、
廃

棄
物

の
適

正
処

理
と

施
設

の
安

定
運

営
が

維
持

さ
れ

て
い

る
。

経
常

夜
間

待
機

施
設

業
務

委
託

19
2,
53
6
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款
項

目
節

臨
時

/
経

常
事

　
業

　
名

予
算

要
求

額
（
千

円
）

事
　

業
　

内
　

容
　

等
左

の
財

源
（

千
円

）

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

21
5,
09
4

計
21
5,
09
4

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

23
7,
07
2

計
23
7,
07
2

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

13
0,
99
0

計
13
0,
99
0

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

97
,7
22

計
97
,7
22

国
・
県
補
助
金

組
合

債
66
,0
00

一
般

財
源

22
,0
00

計
88
,0
00

国
・
県
補
助
金

34
5,
50
6

組
合

債
58
7,
10
0

一
般

財
源

12
6,
77
1

計
1,
05
9,
37
7

臨
時

ご
み

焼
却

施
設

基
幹

的
設

備
改

良
事

業

【
債

務
負

担
行

為
　

　
H
3
0
年

度
～

R
4
年

度
】

1,
05
9,
37
7

　
ご

み
焼

却
施

設
は

稼
働

開
始

後
2
5
年

が
経

過
し

、
主

要
な

設
備

の
更

新
や

大
規

模
な

修
繕

が
必

要
な

時
期

と
な

っ
た

こ
と

か
ら

、
平

成
3
0
年

度
か

ら
５

か
年

を
か

け
、

ご
み

処
理

に
支

障
が

生
じ

な
い

よ
う

に
１

炉
ず

つ
一

定
期

間
焼

却
炉

を
停

止
し

、
設

備
の

改
良

工
事

を
交

付
金

対
象

事
業

と
し

て
実

施
す

る
こ

と
で

、
施

設
を

1
5
年

延
命

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

い
る

。

　
圏

域
内

の
集

積
所

に
排

出
さ

れ
た

可
燃

ご
み

を
週

３
回

収
集

し
、

環
境

衛
生

セ
ン

タ
ー

に
搬

入
す

る
業

務
を

委
託

し
て

い
る

。

1
4

経
常

ご
み

焼
却

施
設

補
修

工
事

97
,7
22

　
平
成
30

年
度
か
ら
５

か
年

の
計

画
で

基
幹

的
設

備
改

良
事

業
を

実
施

し
て

い
る

が
、

毎
年

の
点

検

結
果

を
基

に
、

施
設

及
び

設
備

の
消

耗
や

不
具

合
箇

所
の

補
修

工
事

を
行

お
う

と
す

る
も

の
。

可
燃

物
収

集
業

務
委

託

【
長

期
継

続
契

約
 
 
 
R
3
.
1
0
.
1
～

R
8
.
9
.
3
0
】

1
4

経
常

蒸
気

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
補

修
工

事
88
,0
00

焼
却

灰
外

部
運

搬
処

理
委

託

21
5,
09
4

1
2

経
常

ご
み

焼
却

施
設

運
転

管
理

業
務

委
託

【
長

期
継

続
契

約
 
 
 
R
2
.
1
0
.
1
～

R
7
.
9
.
3
0
】

23
7,
07
2

　
2
4
時

間
連

続
で

ご
み

の
焼

却
処

理
を

行
い

、
そ

の
余

熱
利

用
で

ボ
イ

ラ
ー

・
タ

ー
ビ

ン
に

よ
る

発
電

並
び

に
浴

場
棟

・
プ

ー
ル

棟
へ

の
熱

供
給

を
行

う
な

ど
の

運
転

管
理

業
務

を
委

託
し

て
い

る
。

　
な

お
、

施
設

の
運

転
管

理
に

は
各

種
資

格
と

運
用

経
験

が
必

要
で

あ
り

、
様

々
な

法
律

、
条

例
等

を
遵

守
し

な
が

ら
円

滑
に

処
理

を
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

。

1
2

4
.
2
.
3

可
燃

物
処

理
費

1
2

・ 1
4

経
常

13
0,
99
0

　
ご

み
焼

却
施

設
で

発
生

し
た

主
灰

の
一

部
と

飛
灰

全
量

に
つ

い
て

、
エ

コ
パ

ー
ク

長
生

の
埋

立
基

準
や

延
命

化
を

図
る

目
的

で
、

茨
城

県
鹿

嶋
市

、
山

形
県

米
沢

市
、

秋
田

県
小

坂
町

に
あ

る
各

処
分

業
者

へ
外

部
処

理
委

託
を

行
お

う
と

す
る

も
の

。

　
蒸

気
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

内
部

の
絶

縁
体

の
劣

化
に

よ
り

、
部

分
放

電
現

象
が

発
生

し
て

い
る

こ
と

か
ら

補
修

工
事

を
行

お
う

と
す

る
も

の
。

経
常
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算

要
求
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（
千

円
）

事
　

業
　

内
　

容
　

等
左

の
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源
（

千
円

）

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

41
,0
26

計
41
,0
26

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

36
,8
81

計
36
,8
81

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

26
,9
28

計
26
,9
28

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

55
,4
01

計
55
,4
01

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

20
,4
06

計
20
,4
06

国
・
県
補
助
金

組
合

債

基
金

繰
入

金
66
,0
00

一
般

財
源

計
66
,0
00

1
2

経
常

不
燃

物
収

集
業

務
委

託
（

燃
え

な
い

ご
み

）
【

長
期

継
続

契
約

 
 
 
R
3
.
1
0
.
1
～

R
8
.
9
.
3
0
】

41
,0
26

1
4

経
常

粗
大

ご
み

破
砕

機
駆

動
用

高
圧

モ
ー

タ
ー

更
新

工
事

【
令

和
3
年

度
2
月

補
正

で
債

務
負

担
行

為
設

定
予

定
】

66
,0
00

4
.
2
.
4

不
燃

物
処

理
費

1
4

経
常

粗
大

ご
み

処
理

施
設

補
修

工
事

20
,4
06

　
毎

年
の

点
検

結
果

を
基

に
、

ご
み

処
理

が
滞

る
こ

と
の

無
い

よ
う

限
ら

れ
た

財
源

の
中

で
優

先
順

位
を

付
け

、
施

設
及

び
設

備
を

更
新

し
よ

う
と

す
る

も
の

。

経
常

　
圏

域
内

の
集

積
所

に
排

出
さ

れ
た

燃
え

な
い

ご
み

を
月

１
回

収
集

し
、

環
境

衛
生

セ
ン

タ
ー

に
搬

入
す

る
業

務
を

委
託

し
て

い
る

。

経
常

不
燃

物
収

集
業

務
委

託
（

粗
大

ご
み

）
【

長
期

継
続

契
約

 
 
 
R
3
.
1
0
.
1
～

R
8
.
9
.
3
0
】

36
,8
81

　
圏

域
内

の
集

積
所

に
排

出
さ

れ
た

粗
大

ご
み

を
月

１
回

収
集

し
、

環
境

衛
生

セ
ン

タ
ー

に
搬

入
す

る
業

務
を

委
託

し
て

い
る

。

経
常

粗
大

ご
み

処
理

施
設

運
転

管
理

業
務

委
託

【
長

期
継

続
契

約
 
 
 
R
2
.
1
0
.
1
～

R
7
.
9
.
3
0
】

26
,9
28

　
ご

み
焼

却
施

設
の

運
転

管
理

業
務

と
密

接
に

関
連

し
て

い
る

た
め

、
契

約
を

一
体

化
す

る
こ

と
で

運
転

管
理

体
制

の
強

化
を

図
っ

て
い

る
。

ご
み

受
入

選
別

作
業

等
業

務
委

託
【

長
期

継
続

契
約

 
 
 
R
3
.
1
0
.
1
～

R
8
.
9
.
3
0
】

55
,4
01

　
ご

み
処

理
施

設
で

の
不

燃
ご

み
受

入
作

業
及

び
マ

ニ
ピ

ュ
レ

ー
タ

運
転

操
作

に
よ

る
処

理
不

適
物

の
分

別
業

務
を

委
託

し
て

い
る

も
の

で
、

施
設

全
体

の
安

全
管

理
及

び
業

務
管

理
を

円
滑

に
す

る
た

め
、

可
燃

ご
み

受
入

、
資

源
化

物
選

別
（

ビ
ン

・
ペ

ッ
ト

ボ
ト

ル
）

業
務

も
含

め
、

契
約

を
一

本
化

し
管

理
体

制
の

強
化

を
図

っ
て

い
る

。

　
粗

大
ご

み
を

破
砕

処
理

す
る

た
め

日
々

稼
働

し
て

い
る

破
砕

機
駆

動
用

高
圧

モ
ー

タ
ー

が
、

絶
縁

診
断

で
基

準
値

を
下

回
る

診
断

結
果

と
な

っ
た

こ
と

か
ら

更
新

し
よ

う
と

す
る

も
の

。
　

稼
働

時
に

故
障

し
た

場
合

、
電

気
事

故
を

起
こ

し
、

近
隣

の
第

三
者

施
設

の
受

電
に

も
影

響
を

与
え

る
波

及
事

故
に

つ
な

が
り

、
損

害
賠

償
責

任
を

負
う

お
そ

れ
が

あ
る

だ
け

で
な

く
、

高
圧

モ
ー

タ
ー

調
達

か
ら

復
旧

完
了

ま
で

８
か

月
程

度
を

要
す

る
た

め
、

粗
大

ご
み

処
理

を
停

止
せ

ざ
る

を
得

な
く

な
り

、
圏

域
住

民
の

生
活

に
も

大
き

な
影

響
を

与
え

か
ね

ず
、

緊
急

性
が

高
い

こ
と

か
ら

、
令

和
３

年
度

２
月

補
正

で
債

務
負

担
行

為
を

設
定

し
、

早
期

に
執

行
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

　
ま

た
、

そ
の

財
源

と
し

て
一

般
廃

棄
物

処
理

施
設

建
設

基
金

を
繰

入
れ

、
市

町
村

負
担

金
の

平
準

化
を

図
ろ

う
と

す
る

も
の

。
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款
項

目
節

臨
時

/
経

常
事

　
業

　
名

予
算

要
求

額
（
千

円
）

事
　

業
　

内
　

容
　

等
左

の
財

源
（

千
円

）

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

21
,1
20

計
21
,1
20

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

73
,3
00

計
73
,3
00

国
・
県
補
助
金

組
合

債
80
,5
00

一
般

財
源

26
,8
84

計
10
7,
38
4

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

42
,0
80

計
42
,0
80

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

11
,5
04

計
11
,5
04

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

56
,1
14

計
56
,1
14

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

29
,8
85

計
29
,8
85

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

10
3,
09
8

計
10
3,
09
8

　
エ

コ
パ

ー
ク

長
生

の
延

命
化

に
よ

る
嵩

上
げ

事
業

に
伴

う
、

地
元

自
治

会
と

の
同

意
事

業
を

行
う

も
の

。
【

債
務

負
担

行
為

設
定

済
　

道
路

整
備

費
と

し
て

　
4
2
,
0
8
0
千

円
】

1
8

4
.
2
.
5

最
終

処
分

場
費

1
8

臨
時

地
元

同
意

事
業

負
担

金
【

新
最

終
処

分
場

分
】

11
,5
04

　
新

一
般

廃
棄

物
最

終
処

分
場

の
建

設
事

業
に

伴
う

、
地

元
自

治
会

と
の

同
意

事
業

を
行

う
も

の
。

【
債

務
負

担
行

為
設

定
済

　
令

和
４

年
度

～
令

和
1
7
年

度
　

総
額

　
6
2
,
0
5
6
千

円
】

　
エ

コ
パ

ー
ク

長
生

は
、

埋
立

開
始

か
ら

1
5
年

が
経

過
し

、
老

朽
化

し
た

各
処

理
設

備
で

水
処

理
が

滞
る

こ
と

の
無

い
よ

う
、

限
ら

れ
た

財
源

の
中

で
優

先
順

位
を

付
け

、
施

設
及

び
設

備
を

更
新

し
よ

う
と

す
る

も
の

で
す

。
　

ま
た

、
佐

貫
最

終
処

分
場

は
、

埋
立

終
了

か
ら

1
5
年

が
経

過
し

、
埋

立
地

か
ら

の
浸

出
水

濃
度

は
薄

く
な

っ
て

い
る

も
の

の
、

未
だ

安
定

し
た

水
質

と
な

っ
て

い
な

い
こ

と
か

ら
、

浸
出

水
処

理
が

止
ま

る
こ

と
の

無
い

よ
う

、
各

処
理

設
備

の
更

新
を

行
お

う
と

す
る

も
の

で
す

。

　
エ

コ
パ

ー
ク

長
生

及
び

佐
貫

最
終

処
分

場
の

設
備

の
運

転
操

作
、

監
視

、
記

録
、

日
常

的
な

保
守

点
検

整
備

、
修

繕
及

び
こ

れ
ら

に
付

随
す

る
一

切
の

浸
出

水
処

理
業

務
を

委
託

し
て

い
る

。
1
2

経
常

1
4

経
常

最
終

処
分

場
補

修
工

事
73
,3
00

1
2

・ 1
4

臨
時

最
終

処
分

場
嵩

上
げ

事
業

（
エ

コ
パ

ー
ク

長
生

延
命

化
）

【
R
4
年

度
当

初
予

算
で

債
務

負
担

行
為

設
定

し
、

２
か

年
で

の
事

業
】

10
7,
38
4

21
,1
20

ご
み

受
入

選
別

作
業

等
業

務
委

託
【

長
期

継
続

契
約

 
 
 
R
3
.
1
0
.
1
～

R
8
.
9
.
3
0
】

29
,8
85

　
資

源
化

物
の

ビ
ン

・
ペ

ッ
ト

ボ
ト

ル
な

ど
の

分
別

業
務

を
委

託
し

て
い

る
も

の
で

、
施

設
全

体
の

安
全

管
理

及
び

業
務

管
理

を
円

滑
に

す
る

た
め

、
可

燃
ご

み
受

入
分

別
業

務
、

不
燃

ご
み

受
入

作
業

及
び

マ
ニ

ピ
ュ

レ
ー

タ
運

転
操

作
に

よ
る

処
理

不
適

物
の

分
別

業
務

を
含

め
、

契
約

を
一

本
化

し
管

理
体

制
の

強
化

を
図

っ
て

い
る

。

臨
時

地
元

同
意

事
業

負
担

金
【

嵩
上

げ
事

業
分

】
42
,0
80

　
新

一
般

廃
棄

物
最

終
処

分
場

の
埋

立
開

始
は

令
和

７
年

５
月

を
予

定
し

て
お

り
、

エ
コ

パ
ー

ク
長

生
の

埋
立

終
了

予
定

の
令

和
５

年
２

月
か

ら
令

和
７

年
４

月
ま

で
の

２
年

３
か

月
の

間
、

エ
コ

パ
ー

ク
長

生
を

嵩
上

げ
し

延
命

化
を

図
ろ

う
と

す
る

も
の

。
　

な
お

、
令

和
４

年
度

か
ら

２
か

年
で

の
事

業
実

施
と

す
る

た
め

、
併

せ
て

債
務

負
担

行
為

を
設

定
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

　
【

債
務

負
担

行
為

　
令

和
５

年
度

　
1
0
7
,
3
8
4
千

円
　

　
　

　
内

訳
　

　
施

工
管

理
委

託
　

　
3
,
1
5
0
千

円
、

嵩
上

げ
工

事
　

1
0
4
,
2
3
4
千

円
】

浸
出

水
処

理
施

設
運

転
管

理
業

務
委

託
【

長
期

継
続

契
約

 
 
 
R
1
.
1
0
.
1
～

R
6
.
9
.
3
0
】

経
常

ビ
ン

等
収

集
業

務
委

託
【

長
期

継
続

契
約

 
 
 
R
3
.
1
0
.
1
～

R
8
.
9
.
3
0
】

10
3,
09
8

4
.
2
.
6

資
源

化
推

進
費

1
2

経
常

紙
類

等
収

集
業

務
委

託
56
,1
14

　
圏

域
内

の
集

積
所

に
排

出
さ

れ
た

資
源

ご
み

の
う

ち
ビ

ン
等

を
茂

原
市

は
月

２
回

、
町

村
は

月
１

回
収

集
し

、
環

境
衛

生
セ

ン
タ

ー
に

搬
入

す
る

業
務

を
委

託
し

て
い

る
。

　
圏

域
内

の
集

積
所

に
排

出
さ

れ
た

資
源

ご
み

の
う

ち
紙

類
等

を
茂

原
市

は
月

２
回

、
町

村
は

月
１

回
収

集
し

、
長

生
郡

市
再

生
資

源
協

同
組

合
に

搬
入

す
る

業
務

を
委

託
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

経
常
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款
項

目
節

臨
時

/
経

常
事

　
業

　
名

予
算

要
求

額
（
千

円
）

事
　

業
　

内
　

容
　

等
左

の
財

源
（

千
円

）

国
・
県
補
助
金

35
,2
73

組
合

債

一
般

財
源

70
,5
47

計
10
5,
82
0

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

21
,5
56

計
21
,5
56

国
・
県
補
助
金

組
合

債

一
般

財
源

26
,6
70

計
26
,6
70

国
・
県
補
助
金

5,
12
5

組
合

債
24
,3
00

一
般

財
源

6,
57
5

計
36
,0
00

国
・
県
補
助
金

3,
68
0

組
合

債
32
,6
00

一
般

財
源

13
,8
81

計
50
,1
61

国
・
県
補
助
金

4,
10
0

組
合

債

一
般

財
源

5,
95
6

計
10
,0
56

国
・
県
補
助
金

75
0

組
合

債

一
般

財
源

1,
15
7

計
1,
90
7

※
 
5
.
1
.
4
 
非

常
備

消
防

施
設

費
 
(
特

別
負

担
金

)
は

、
別

紙
、

「
令

和
４

年
度

 
市

町
村

別
非

常
備

消
防

施
設

整
備

事
業

一
覧

表
」

の
と

お
り

。

5
.
1
.
3

常
備

消
防

施
設

費

1
0

経
常

被
服

費
21
,5
56

　
令

和
５

年
４

月
新

規
採

用
予

定
職

員
６

人
の

制
服

及
び

現
場

装
備

一
式

の
新

規
貸

与
、

既
存

職
員

22
6人

及
び
再
任
用
職
員

の
制

服
や

現
場

装
備

品
の

更
新

貸
与

を
行

お
う

と
す

る
も

の
。

5
.
1
.
1

常
備

消
防

費

1
7

臨
時

指
揮

支
援

車
更

新
（

消
防

本
部

）
10
,0
56

　
本

部
指

揮
1
は

、
令

和
元

年
1
0
月

2
5
日

の
大

雨
災

害
時

に
水

没
し

、
代

替
車

も
登

録
か

ら
2
0
年

を
経

過
し

て
い

る
た

め
、

更
新

し
よ

う
と

す
る

も
の

。
　

ま
た

、
近

年
、

大
規

模
な

自
然

災
害

等
が

増
加

し
て

お
り

、
現

在
、

配
備

の
な

い
悪

路
走

行
可

能
な

4
W
D
車

と
す

る
こ

と
で

、
7
0
㎝

超
の

水
深

で
も

走
行

が
可

能
な

た
め

災
害

時
の

広
報

及
び

機
動

性
を

生
か

し
管

内
の

状
況

把
握

を
行

う
先

遣
車

両
と

し
て

も
活

動
が

見
込

め
る

。
　

な
お

、
令

和
２

年
度

に
水

没
廃

車
し

た
本

部
指

揮
1
の

公
有

自
動

車
損

害
賠

償
保

険
金

と
し

て
、

5
7
8
千

円
を

雑
入

と
し

て
歳

入
し

て
い

る
。

1
8

経
常

ち
ば

消
防

共
同

指
令

セ
ン

タ
ー

負
担

金
26
,6
70

　
千

葉
県

北
東

部
・

南
部

の
2
0
消

防
本

部
の

1
1
9
番

通
報

の
受

信
や

、
消

防
車

や
救

急
車

の
無

線
管

制
等

の
通

信
指

令
業

務
を

共
同

運
用

す
る

負
担

金
で

、
共

同
運

用
す

る
こ

と
で

業
務

の
効

率
化

が
図

ら
れ

る
と

と
も

に
、

各
消

防
本

部
の

連
携

及
び

情
報

の
共

有
化

が
可

能
と

な
り

、
隣

接
地

域
や

大
規

模
な

災
害

時
の

相
互

応
援

体
制

が
充

実
強

化
さ

れ
て

い
ま

す
。

1
7

臨
時

消
防

ポ
ン

プ
自

動
車

更
新

（
北

消
防

署
）

50
,1
61

　
消

防
自

動
車

は
1
8
年

を
更

新
基

準
と

し
て

お
り

、
当

該
ポ

ン
プ

自
動

車
は

、
更

新
基

準
を

満
た

し
、

ま
た

、
エ

ン
ジ

ン
性

能
の

低
下

、
ポ

ン
プ

装
置

、
電

装
品

の
老

朽
化

に
よ

る
不

具
合

が
み

ら
れ

る
こ

と
か

ら
、

消
火

資
機

材
の

更
新

及
び

資
機

材
の

収
納

ス
ペ

ー
ス

も
兼

ね
備

え
た

車
両

へ
の

更
新

を
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

1
7

①
　

発
注

済
み

の
「

基
本

計
画

等
及

び
生

活
環

境
影

響
調

査
業

務
委

託
」

に
基

づ
き

、
土

木
工

事
を

発
注

す
る

に
当

り
必

要
と

な
る

工
事

発
注

図
書

作
成

及
び

建
設

工
事

の
実

施
に

必
要

と
な

る
設

置
届

出
書

作
成

を
委

託
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

②
　

設
計

と
施

工
を

併
せ

て
契

約
す

る
性

能
発

注
方

式
を

採
用

す
る

予
定

で
あ

り
、

発
注

に
必

要
な

事
業

者
募

集
及

び
選

定
の

検
討

、
募

集
書

類
の

作
成

、
評

価
等

の
支

援
を

委
託

す
る

も
の

。

①
土

木
工

事
実

施
設

計
作

成
委

託

②
浸

出
水

処
理

施
設

発
注

支
援

委
託

臨
時

搬
送

用
ア

イ
ソ

レ
ー

タ
ー

装
置

購
入

1,
90
7

　
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

な
ど

感
染

症
患

者
搬

送
の

際
に

空
気

中
へ

の
ウ

イ
ル

ス
拡

散
を

防
止

し
、

救
急

隊
員

の
二

次
感

染
予

防
対

策
資

器
材

と
し

て
、

令
和

２
年

度
に

１
台

購
入

配
備

し
た

が
、

感
染

症
陽

性
患

者
を

搬
送

す
る

際
、

各
救

急
隊

が
交

代
で

使
用

し
て

い
る

状
況

で
あ

る
た

め
、

追
加

購
入

配
備

し
よ

う
と

す
る

も
の

。

4
.
2
.
7

新
最

終
処

分
場

建
設

費

臨
時

10
5,
82
0

臨
時

高
規

格
救

急
自

動
車

更
新

（
長

生
分

署
）

36
,0
00

　
救

急
自

動
車

は
、

地
域

の
特

性
か

ら
救

急
搬

送
が

長
距

離
と

な
る

傾
向

が
強

く
、

車
両

更
新

は
８

年
又

は
3
0
万

キ
ロ

を
更

新
基

準
と

し
て

お
り

、
当

該
救

急
自

動
車

は
、

更
新

基
準

を
満

た
し

、
ま

た
、

傷
病

者
等

一
般

住
民

を
乗

車
さ

せ
走

行
す

る
任

務
の

特
殊

性
、

積
載

資
機

材
の

経
年

劣
化

も
考

慮
し

、
更

新
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

1
2

1
7
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特別分 一般分
緑ヶ丘コミュニティー

センター駐車場 1,715 1,715

豊岡小学校 1,870 1,870

38,402 2,287 32,800 18,300 14,500 3,315

消防機庫新築工事（軽鉄） 34,522 34,522

消防機庫新築工事監理委託 543 543

消防機庫新築設計委託（新規） 2,660 2,660

499 499

4 4

174 174

1-1-1(昌平町) 19,371 1,807 16,500 9,500 7,000 1,064

1-1-3(上茂原) 7,062 4,577 1,700 1,700 785

3か所 4,347 4,347

72,767 8,671 51,000 29,500 21,500 13,096

一
宮
町

4-1-4(原,稲荷塚,矢
畑,新浜の一部) 8,820 441 7,800 4,300 3,500 579

八坂神社駐車場 1,850 1,850

寺崎836-1 513 513

1か所 1,449 1,449

3,812 3,812

6-1-4(岩沼) 684 684

岩沼822 1,782 1,782

6-3-4(新屋敷,大坪
西部,蟹道)

8,821 441 7,800 4,300 3,500 580

1か所 1,449 1,449

12,736 441 7,800 4,300 3,500 4,495

7-1-3(牛込) 440 440

北高根地先 638 638

933 933

8,820 441 7,800 4,300 3,500 579

2か所 2,898 2,898

13,729 441 7,800 4,300 3,500 5,488

山根地先 726 726

2か所 2,898 2,898

3,624 3,624

40,395 6,387 31,000 19,300 11,700 3,008

消防機庫新築工事（軽鉄） 36,516 36,516

消防機庫新築工事監理委託 542 542

消防機庫新築設計委託（新規） 2,660 2,660

500 500

3 3

174 174

1か所 1,449 1,449

41,844 6,387 31,000 19,300 11,700 4,457

157,332 16,381 105,400 61,700 43,700 35,551

補助金
交付金

一般財源
(負担金)

地　方　債

睦
沢
町

長
生
村

長
柄
町

事　　業　　名 場　所

防火水槽屋根更新工事

消火栓新設

防火水槽撤去工事

消火栓新設

計

小型動力ポンプ付積載車（B3級）

計

白
子
町

小型動力ポンプ積載車（B3級）
※小型動力ポンプなし（R3年度先行購入）

小型動力ポンプ付積載車（B3級）

防火水槽撤去工事

令和４年度 市町村別非常備消防施設整備事業一覧表 （単位：千円）

長
南
町

消火栓新設

計

消防機庫トイレ水洗化工事

事業費

財　源　内　訳

飲料水兼用耐震貯水槽点検清掃委託

飲料水兼用耐震性貯水槽蓋更新工事

茂
原
市

2-1-3
（谷本）

起
債
対
象

消防機庫新築事業

消防機庫新築用地地質調査委託

消防機庫給水工事検査手数料

市町村計

計

起
債
対
象

消防機庫新築事業

9-2-1
（米満）

消防機庫新築用地地質調査委託

消防機庫給水工事検査手数料

給水申込納付金

小型動力ポンプ付積載車（B3級）

飲料水兼用耐震貯水槽点検清掃委託

消火栓新設

計

給水申込納付金

消防ポンプ自動車（CD-1）

消火栓新設

計

消防機庫立木伐採委託

防火水槽撤去工事

消火栓新設

消防機庫補修工事
7-4-3(関）
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歳　入 （単位：千円）

増減額③ 増減率(％)

款 予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

1 107,822 70.4 101,558 69.8 6,264 6.2

2 44,310 28.9 42,882 29.5 1,428 3.3

3 1,000 0.7 1,000 0.7 0 0.0

4 73 0.0 72 0.0 1 1.4

△ 1 0.0 △ 1 皆減

△ 1 0.0 △ 1 皆減

153,205 100.0 145,514 100.0 7,691 5.3

歳　出（目的別） （単位：千円）

増減額③ 増減率(％)

款 予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

1 152,205 99.3 144,514 99.3 7,691 5.3

2 1,000 0.7 1,000 0.7 0 0.0

153,205 100.0 145,514 100.0 7,691 5.3

事 業 費

　令和４年度特別会計火葬場・斎場事業費予算に占める負担金の割合は、70.4％で、前年度予算額に対して

歳出（目的別）の主な増減理由

　前年度予算額に対して1,428千円、3.3％増の44,310千円を計上。

　増額となった要因は、聖苑使用料で143万円余の増を実績に基づき、見込んだことによるもの。

区　　　分
令和4年度 令和3年度

予 備 費

［　４款　諸収入　］

　前年度予算額に対して1千円、1.4％増の73千円を計上。

　増額となった要因は、実績に基づき、公衆電話利用料の増を見込んだことによるもの。

　増額となった要因は、屋内清掃業務委託で労務単価の上昇、来場者の感染症対策用の空気清浄機購入な

どによる物件費で154万円余、　施設の老朽化による設備更新に伴う維持補修費で131万円、空調機等改修工

事による普通建設事業費で431万円余の増によるもの。

合　　　　　計

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

［　1款　事業費　］

　前年度予算額に対して7,691千円、5.3％増の152,205千円を計上。

国 庫 支 出 金

6,264千円、6.2％増の107,822千円を計上。

　増額となった要因は、老朽化による設備更新に伴う維持補修費、空調機等改修工事による普通建設事業費

の増によるもの。

［　３款　繰越金　］

　前年度予算額、また、予備費と同額の1,000千円を計上。

［　２款　使用料及び手数料　］

繰 越 金

寄 附 金

歳入の主な増減理由

［　１款　分担金及び負担金　］

令和4年度　特別会計 火葬場・斎場事業費予算概要

諸 収 入

合　　　　　計

区　分
令和4年度 令和3年度
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歳　出（性質別） （単位：千円）

増減額③ 増減率(％)

予算額　① 構成比 予算額　② 構成比 ①－② ③／②×100

人 件 費 37,921 24.7 37,372 25.7 549 1.5

物 件 費 70,119 45.8 68,577 47.1 1,542 2.2

維 持 補 修 費 24,615 16.1 23,305 16.0 1,310 5.6

補 助 費 等 494 0.3 520 0.4 △ 26 △ 5.0

普 通 建 設 事 業 費 19,056 12.4 14,740 10.1 4,316 29.3

予 備 費 1,000 0.7 1,000 0.7 0 0.0

合　　　　計 153,205 100.0 145,514 100.0 7,691 5.3

［　普通建設事業費　］

　前年度予算額に対して4,316千円、29.3％の増となった。

　増額となった要因は、空調機等改修工事の改修内容に伴う増によるもの。

［　補助費等　］

　前年度予算額に対して26千円、5.0％の減となった。

　減額となった要因は、火災保険料及び自動車損害保険料の見積り額の減によるもの。

［　維持補修費　］

　前年度予算額に対して1,542千円、2.2％の増となった。

　施設の性質上、不具合による休止ができないことから、計画的に設備の補修及び更新を行っており、項目や

内容により増減するもの。

　増額となった要因は、ガス料金の使用実績に基づく需用費、屋内清掃業務委託で労務単価の上昇に伴う委

託料の増によるもの。

　増額となった要因は、施設の老朽化による修繕料、台車ブロック等更新工事の更新内容に伴う工事請負費の

増によるもの。

区　　　分
令和4年度 令和3年度

　増額となった要因は、職員総数に増減は無いものの再任用職員１人を採用することによるもの。（会計年度任

用職員が１人減となる。）

［　物件費　］

歳出（性質別）の主な増減理由

　前年度予算額に対して549千円、1.5％の増となった。

［　人件費　］

　前年度予算額に対して1,310千円、5.6％の増となった。
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款
項

目
節

臨
時

/
経

常
事

　
業

　
名

予
算

要
求

額
（

千
円

）
事

　
業

　
内

　
容

　
等

国
・

県
補

助
金

組
合

債

一
般

財
源

2
7
,
0
2
1

計
2
7
,
0
2
1

国
・

県
補

助
金

組
合

債

一
般

財
源

1
0
,
2
2
1

計
1
0
,
2
2
1

国
・

県
補

助
金

組
合

債

一
般

財
源

1
5
,
9
7
6

計
1
5
,
9
7
6

国
・

県
補

助
金

組
合

債

一
般

財
源

1
7
,
0
7
2

計
1
7
,
0
7
2

国
・

県
補

助
金

組
合

債

一
般

財
源

3
,
0
8
0

計
3
,
0
8
0

国
・

県
補

助
金

組
合

債

一
般

財
源

3
4
6

計
3
4
6

臨
時

遺
体

保
冷

庫
購

入
3
,
0
8
0

　
設

備
の

特
性

か
ら

老
朽

化
に

よ
る

故
障

で
使

用
で

き
な

い
期

間
が

生
じ

る
こ

と
の

な
い

よ
う

、
３

台
あ

る
遺

体
保

冷
庫

を
３

年
間

で
計

画
的

に
更

新
し

よ
う

と
す

る
も

の
で

、
令

和
４

年
度

は
３

年
計

画
の

最
終

年
度

で
あ

る
。

1
7

　
来

場
者

に
安

心
し

て
施

設
を

使
用

し
て

い
た

だ
け

る
よ

う
に

、
感

染
症

対
策

と
し

て
、

待
合

室
に

、
空

気
清

浄
機

を
設

置
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

（
式

場
等

用
は

令
和

３
年

度
予

算
で

購
入

予
定

。
）

令
和
４
年
度
 特

別
会
計
 火

葬
場
・
斎
場
予
算
　
主
要
事
業

左
の

財
源

（
千

円
）

経
常

火
葬

業
務

委
託

【
長

期
継

続
契

約
 
　

R
1
.
1
0
.
1
～

R
6
.
9
.
3
0
】

2
7
,
0
2
1

　
施

設
の

特
殊

性
や

危
機

管
理

の
観

点
か

ら
､
火

葬
炉

設
置

メ
ー

カ
ー

の
直

系
関

連
会

社
に

火
葬

業
務

を
委

託
し

て
い

る
。

1
2

経
常

屋
内

清
掃

管
理

業
務

委
託

1
0
,
2
2
1

　
故

人
と

の
お

別
れ

の
場

と
し

て
、

来
場

者
に

快
く

施
設

を
使

用
し

て
い

た
だ

く
た

め
に

、
施

設
内

の
日

常
清

掃
及

び
定

期
清

掃
業

務
を

委
託

し
環

境
衛

生
の

維
持

に
努

め
よ

う
と

す
る

も
の

。

1
.
1
.
1

管
理

費

臨
時

空
気

清
浄

機
購

入
（

火
葬

場
・

斎
場

用
備

品
）

3
4
6

1
4

　
当

施
設

は
供

用
開

始
か

ら
2
4
年

目
を

迎
え

、
来

場
者

に
快

適
に

施
設

を
使

用
し

て
い

た
だ

け
る

よ
う

、
耐

用
年

数
に

基
づ

き
計

画
的

に
空

調
機

器
の

改
修

工
事

を
し

よ
う

と
す

る
も

の
で

、
令

和
４

年
度

で
は

、
中

央
監

視
シ

ス
テ

ム
機

器
の

耐
用

年
数

や
不

具
合

に
よ

る
更

新
及

び
来

場
者

か
ら

要
望

の
多

い
、

式
場

ご
と

の
温

度
調

整
に

対
応

で
き

る
よ

う
、

２
系

統
へ

の
分

割
改

修
を

予
定

し
て

い
る

。
臨

時
空

調
機

等
改

修
工

事
1
5
,
9
7
6

経
常

火
葬

炉
設

備
更

新
工

事
1
7
,
0
7
2

　
耐

用
年

数
に

基
づ

く
機

器
の

更
新

等
を

含
め

た
工

事
を

し
よ

う
と

す
る

も
の

で
、

令
和

４
年

度
で

は
、

２
号

炉
の

火
葬

炉
耐

火
物

全
体

積
替

、
２

系
列

の
燃

焼
空

気
ブ

ロ
ワ

モ
ー

タ
ー

及
び

排
気

フ
ァ

ン
イ

ン
ペ

ラ
ー

及
び

モ
ー

タ
ー

交
換

、
残

灰
集

塵
機

コ
ン

プ
レ

ッ
サ

ー
更

新
を

予
定

し
て

い
る

。
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〔業務量の見込み〕

(1) 受水

(2) 地下水

1.水道事業収益及び費用について（税込み）

（水道事業収益）

（単位：千円）

款　項 目

1

1

1

2

3

2

1

2

3

4

5

6

3

営業収益

水道事業収益

給水申込納付金

受取利息及び配当金

営業外収益

市町村負担金

その他営業収益

給水収益

受託工事収益

項　目 令和4年度 令和3年度

2.給水人口 139,608

令和4年度水道事業会計予算概要

戸 0.71.給水戸数 64,226

0.7

戸戸 63,755 471

101,950

増　　減

人 140,102 人 △ 494 人

ｍ
3

50 ｍ
3

ｍ
3 15,218,320

ｍ
3

△ 0.4

ｍ
3 102,000 ｍ

3 0.5

0.54.一日平均給水量 ｍ
352,077

0.03,687,730 ｍ
3 3,687,680

280

ｍ
3

15,320,270

380,579

1,052,041

156,364

ｍ
3 51,797

　水道事業収益は、前年度当初予算額に対して20,573千円、0.4％増の5,033,687千円を計上。

　１項営業収益は、前年度当初予算額に対して25,352千円、0.6％増の3,981,643千円で、その内訳

として、１目給水収益は、営業用、工場用の使用水量の増加を見込み、25,193千円増の3,965,981

千円を計上。

　２目受託工事収益は、前年度と同額の1,100千円を計上し、３目その他営業収益は、手数料及び

雑収益として159千円増の14,562千円を計上。

　次に、２項営業外収益は、前年度当初予算額に対して4,779千円、0.5％減の1,052,041千円で、

その内訳として、２目給水申込納付金は新規申込件数の減少により1,508千円減の110,630千円を

計上。

　３目市町村負担金は、高料金対策補助金として前年度と同額の402,900千円を計上し、４目県補

助金は、千葉県市町村水道総合対策事業助成要綱に基づく控除を見込み、1,170千円減の380,579

千円を計上。

　５目長期前受金戻入は、補助金・負担金等により取得した資産に係る減価償却費見合い分を収益

化したもので、2,050千円減の156,364千円を計上。

　６目雑収益は、図面複写料金等を見込み、6千円減の1,557千円を計上。

19,008,000 ｍ
3

令和3年度
当初予算額②

3.年間総給水量

内
訳

ｍ
3

18,906,000

381,749県補助金

長期前受金戻入

特別利益

1,557

増減率（％）

110,630

402,900

56

令和4年度
当初予算額①

雑収益

0.0

5,033,687

3,981,643

3,965,981

1,100

14,562

3,940,788

△ 1,508

△ 4,779

△ 45

1,056,820

1,100

11

20,573

25,352

25,193

0

159

5,013,114

3,956,291

0.0

1.1

112,138

0

△ 1,170

158,414

402,900

△ 2,050 △ 1.3

14,403

増減額③
①-②

△ 0.5

△ 80.4

△ 1.3

0.0

△ 0.3

増減率(％)
③/②×100

0.4

0.6

0.6

1,563

33

△ 6

0

△ 0.4
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（水道事業費用）

（単位：千円）

款　項 目

1

1

1

2

3

4

5

6

7

8

2

1

2

3

3

4

予定損益計算書について （単位：千円）

（単位：千円）

特別損失

159,794

予備費 0

水道事業費用

営業費用

営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

消費税及び地方消費税

雑支出

減価償却費

業務費

4,832,538

280,463

区　　分
令和4年度

当初予算額①

4,606,474

286,179

その他営業費用

4,787,817

10,002

226,651

523

150,457

受託工事費

2,783,613

174,027

総係費

2,495,247

150,094

968,913

0

原水及び浄水費

1,100

　　区　　分

当年度純利益

受水費

配水及び給水費

△ 8.2△ 14,233

3

55,744

△ 0.8

0

961,420

216,061 △ 4.7

△ 7,493

0

10,000 10,000

当年度純利益消費税等相当額予算額（税込み額）

①

0.0

増減率(％)
③/②×100

　水道事業費用は、前年度当初予算額に対して44,721千円、0.9％増の4,832,538千円を計上。

１項営業費用は、前年度当初予算額に対して55,311千円、1.2％増の4,606,474千円で、その内訳

として、１目原水及び浄水費は、67,200千円増の2,783,613千円を計上。そのうち、九十九里地域

水道企業団へ支払う受水費は、基本料金算定に係る基本水量削減率の変更等により、66,636 千円

増の2,495,247千円を計上。

２目配水及び給水費は、主に漏水修理工事等の給水施設の維持管理に係る経費で、2,208千円増

の398,165千円を計上。

　３目受託工事費は、前年度と同額の1,100千円を計上。

４目業務費は、主に水道料金の検針及び集金に係る経費で、水道料金等徴収業務委託費の減少に

より5,716千円減の280,463千円を計上。

　５目総係費は、人件費等の減少により、363千円減の150,094千円を計上。

６目減価償却費は、配水管等の有形固定資産を定額法で算出し、7,493千円減の961,420千円を

計上。

次に２項営業外費用は、前年度当初予算額に対して10,590千円、4.7％減の216,061千円で、その

内訳として１目支払利息及び企業債取扱諸費は、14,233千円減の159,794千円を計上。

２目消費税及び地方消費税は、仮受消費税から仮払消費税を控除した納税額で、3,643千円増の

55,744千円を計上。

　４項予備費は、施設の応急修繕や災害に伴う復旧費用として、10,000千円を計上。

令和3年度
当初予算額②

増減額③
①-②

0.9

1.2

2.5

2.7

0.6

44,721

55,311

67,200

66,636

2,208

0.0

△ 2.0

△ 0.2

0.0

△ 2.4資産減耗費

1,100

△ 5,716

△ 525

△ 363

3

4,551,163

2,716,413

2,428,611

398,165 395,957

10,002

523

21,617

52,101

△ 10,590

0

22,142

3,643 7.0

増減額③ 増減率（％）

0.0

0.0

令和4年度 令和3年度

243,922
△ 55,744

当初予算額② ①-②当初予算額① ③/②×100
130,162 △ 11.3

② ③

146,797 △ 16,635

差　　額(A)-(B) 201,149 130,162126,731

水道事業収益(A)
水道事業費用(B)

④＝①-(②+③)

4,832,538 4,532,872

区　　分
消費税等納付額

5,033,687 4,663,034370,653
55,744
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2.資本的収入及び支出について（税込み）

（資本的収入）

（単位：千円）

款　項 目
1

1
1

2
1

3
1

4
1

（資本的支出）

（単位：千円）

款　項 目
1

1
1
2
3
4
5
6

2
1

用地取得費 4,032
13,005

14,487
70,825

営業設備費

5,037
21,932

建設改良費
資本的支出

資本的収入

原水施設費
配水施設費

消火栓工事費

雑入

建設事務費

負担金 199,347

企業債
国庫補助金

国庫補助金
負担金

　資本的収入は、前年度当初予算額に対して202,214千円、28.9％増の901,186千円を計上。
１項企業債１目企業債は、配水管更新工事等の建設改良事業の財源として、前年度当初予算額に

対して64,000千円、11.0％増の645,000千円を計上。
２項国庫補助金１目国庫補助金は、重要給水施設配水管耐震化事業の財源として、千葉県生活基盤

施設耐震化等交付金により、22,807千円、82.4％増の50,473千円を計上。
３項負担金１目負担金は、前年度当初予算額に対して113,057千円、131.0％増の199,347千円を計上

し、４項雑収入１目雑入は、負担金工事に係る設計手数料によるもので、前年度当初予算額に対して

2,350千円、58.5％増の6,366千円を計上。

企業債

企業債償還金
企業債償還金 3.9

1,236,121

△ 16,283
211,297 25.6

4,032 皆増
3.9

48,893

11.0

13,452

9,450

14.1

　資本的支出は、前年度当初予算額に対して256,662千円、14.1％増の2,071,291千円を計上。

１項建設改良費は、前年度当初予算額に対して225,568千円、22.3％増の1,236,121千円で、その

内訳として１目消火栓工事費は、消火栓設置工事の増加により5,037千円増の14,487千円を計上。

　２目建設事務費は、配水管設計業務委託等の増加により21,932千円増の70,825千円を計上。

３目原水施設費は、取水浄水施設更新等に係る費用として、老朽化した浄水場ろ過機やポンプ設備

の制御盤更新工事等により、16,283千円減の98,200千円を計上。

４目配水施設費は、配水施設更新等に係る費用として、老朽化した配水管布設替え工事や加圧ポン

プ制御盤更新工事等の増加により、211,297千円増の1,035,572千円を計上。

５目営業設備費は、深井戸用水中モーターポンプや揚水管購入等により447千円減の13,005千円を

計上。

　６目用地取得費は、水運用の見直しに伴う加圧施設建設用地購入により、4,032千円を計上。

次に２項企業債償還金１目企業債償還金は、前年度当初予算額に対して31,094千円、3.9％増の

835,170千円を計上。

△ 3.3

64,000

6,366

－

2,350

804,076

44.9
△ 14.2114,483

△ 447

53.3

31,094

1,814,629

645,000

199,347

1,035,572

2,071,291

98,200

835,170

増減額③
①-②

698,972
581,000

28.9

82.4
11.0

令和4年度
当初予算額①

202,214

増減率(％)
③/②×100

令和3年度
当初予算額②

901,186

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額1,170,105千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額及び当年度分損益勘定留保資金等で補てんするもの。

645,000

113,05786,290 131.0

31,094
835,170

804,076

58.5

27,666

4,016

令和3年度
当初予算額②

82.4

22.3

131.0

58.5

225,5681,010,553

2,350

64,000581,000

256,662

増減額③
①-②

50,473 27,666

6,366

86,290

4,016

22,807

令和4年度
当初予算額①

雑収入

22,807

増減率(％)
③/②×100

113,057

824,275

50,473
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１　消火栓工事費

・地下式消火栓設置工事（10栓） 千円

２　建設事務費

・配水管布設替え設計業務委託（3件） 千円

・管網図修正業務委託 千円

３　原水施設費

・制御盤更新工事（山之郷浄水場・皿木浄水場） 千円

・ポンプ設備更新工事（皿木浄水場 他） 千円

・取水井情報伝送装置更新工事（山之郷系・皿木系取水井） 千円

・無停電電源装置更新工事（山之郷浄水場 他） 千円

・受変電設備更新工事（皿木浄水場） 千円

４　配水施設費

千円

千円

千円

千円

・配水管（重要給水施設配水管）布設替え工事（L=1,090ｍ） 

・配水管（経年管）布設替え工事（L=4,115ｍ）

・河川改修事業等に伴う配水管移設工事（L=1,740ｍ）

・道路改良等に伴う配水管布設替え工事（L=1,259ｍ）

・加圧ポンプ設備更新工事（大村加圧ポンプ場） 千円

217,382

12,100

12,980

3,938

14,487

主　　要　　事　　業

15,400

449,345

160,958

157,361

8,635

12,760

36,421

9,900
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180 床 180 床 0 床 0.0
入院  (年延) 36,500 人 36,500 人 0 人
　診療日数 365 日 365 日 0 日
　１日平均 100 人 100 人 0 人
外来  (年延) 85,050 人 79,860 人 5,190 人
　診療日数 243 日 242 日 1 日
　１日平均 350 人 330 人 20 人

款 項 目

1

1

1

2

3

4

2

1

2

3

4

5

6

7

3

1

計上。

その他特別利益 1 1 0 0.0

消費税及び地方消費税
還付金

1 1 0 0.0

特別利益 1 1 0 0.0

その他医業外収益 19,598 18,229 1,369 7.5

売店収益 11,200 12,000 △ 800 △ 6.7

補助金 9,138 9,138 0 0.0

長期前受金戻入 78,950 80,883 △ 1,933 △ 2.4

受取利息配当金 1 1 0 0.0

市町村負担金 550,781 619,783 △ 69,002 △ 11.1

市町村負担金 162,821 152,000 10,821 7.1

医業外収益 669,669 740,035 △ 70,366 △ 9.5

外来収益 807,975 738,705 69,270 9.4

その他医業収益 156,898 133,942 22,956 17.1

医業収益　 2,715,444 2,466,397 249,047 10.1

入院収益 1,587,750 1,441,750 146,000 10.1

当初予算額② ①-② ③/②×100

病院事業収益　 3,385,114 3,206,433 178,681 5.6

　５目その他医業外収益は、自動販売機の売上手数料や他医療機関への医師派遣料等で、

1,369千円増の19,598千円を計上。

　６目売店収益は、800千円減の11,200千円を計上。

(単位:千円)

区　　分
令和4年度 令和3年度 増減額③ 増減率(％)

当初予算額①

　次に、２項医業外収益は、前年度当初予算額に対して70,366千円、9.5％減の669,669千円で、その

内訳として２目市町村負担金は、高度医療及び小児医療等に要する構成市町村からの負担金で

69,002千円減の550,781千円を計上。

　３目補助金は、県の救急基幹センター運営費補助金等で、前年度当初予算額と同額の9,138千円を

　４目長期前受金戻入は、補助金・負担金等により取得した資産に係る減価償却費見合い分を収益化

したもので、1,933千円減の78,950千円を計上。

365日と見込み、146,000千円増の1,587,750千円を計上。

　２目外来収益は、１日平均患者数を350人、１人１日当りの診療単価を9,500円、診療日数を243日と

見込み、69,270千円増の807,975千円を計上。

　３目その他医業収益は、室料差額収益、健康診断等の公衆衛生活動収益及び人間ドック等の医療

相談収益等で、22,956千円増の156,898千円を計上。

　４目市町村負担金は、救急医療に要する経費で10,821千円増の162,821千円を計上。

1. 病院事業収益及び費用について(税込み)
(病院事業収益)
病院事業収益は、前年度当初予算額に対して178,681千円、5.6％増の3,385,114千円を計上。

　１項医業収益は、前年度当初予算額に対して249,047千円、10.1％増の2,715,444千円で、その内訳と

して、１目入院収益は、１日平均患者数を100人、１人１日当りの診療単価を43,500円、診療日数を

増減率(％)
　1. 病床数

　2. 年間患者数

0.0

6.5

令和4年度病院事業会計予算概要

〔業務量の見込み〕
項　　　　　　目 令和4年度 令和3年度 増　　減
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款 項 目

1

1

1

2

3

4

5

6

2

1

2

3

4

5

3

1

特別損失 1 1 0 0.0

0.0

　４目雑支出は、修学資金貸付金返還債務の免除等で前年度当初予算額と同額の9,601千円を計上。

（単位：千円）

令和4年度 令和3年度 増減額③ 増減率（％）

当初予算額①

60,795

その他特別損失 1 1 0

雑支出 9,601 9,601 0 0.0

長期前払消費税勘定償却 6,427 5,531 896 16.2

売店費用 8,200 8,500 △ 300 △ 3.5

消費税及び地方消費税 7,600 11,170 △ 3,570 △ 32.0

医業外費用 37,174 40,301 △ 3,127 △ 7.8

支払利息及び企業債取扱
諸費

5,346 5,499 △ 153 △ 2.8

資産減耗費 5,470 5,470 0 0.0

研究研修費 9,750 9,000 750 8.3

経費 532,941 483,492 49,449 10.2

減価償却費 133,034 144,177 △ 11,143 △ 7.7

給与費 2,083,737 2,008,757 74,980 3.7

材料費 522,212 512,207 10,005 2.0

病院事業費用 3,324,319 3,203,405 120,914 3.8

医業費用 3,287,144 3,163,103 124,041 3.9

(単位:千円)

区　　分
令和4年度 令和3年度 増減額③

　２目材料費は、医薬品及び診療材料費等で、10,005千円増の522,212千円を計上。

増減率(％)

当初予算額① 当初予算額② ①-② ③/②×100

　３目経費は、光熱水費、修繕費及び委託料等で、49,449千円増の532,941千円を計上。

　４目減価償却費は、有形固定資産を定額法により算出したもので、11,143千円減の133,034千円を

計上。

　５目資産減耗費は、前年度当初予算額と同額の5,470千円を計上。

(病院事業費用)
　病院事業費用は、前年度当初予算額に対して120,914千円、3.8％増の3,324,319千円を計上。

　１項医業費用は、前年度当初予算額に対して124,041千円、3.9％増の3,287,144千円で、その内訳と

して、１目給与費は、74,980千円増の2,083,737千円を計上。

3,028 57,767 1907.8

60,795 3,028 57,767 1907.8

区 分

経 常 収 支

当 期 純 損 益

当初予算額② ①-② ③/②×100

　６目研究研修費は、750千円増の9,750千円を計上。

　２項医業外費用は、前年度当初予算額に対して3,127千円、7.8％減の37,174千円で、その内訳と

して１目支払利息及び企業債取扱諸費は、153千円減の5,346千円を計上。

　２目売店費用は、300千円減の8,200千円を計上。

　３目消費税及び地方消費税は、納税額で3,570千円減の7,600千円を計上。

　５目長期前払消費税勘定償却は、896千円増の6,427千円を計上。
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款 項 目

1

1

1

2

1

3

1

4

1

款 項 目

1

1

1

2

2

1

3

1

改修工事費 162,701 26,000 136,701 525.8

額に対して493,900千円、449.0％増の603,900千円を計上。

　２目改修工事費は、B棟実施設計やC棟屋上防水工事分として、136,701千円増の162,701千円を計上。

514,686千円を計上。

603,900

603,900

企業債

企業債

　１項企業債１目企業債は、電子カルテシステム更新やB棟実施設計分として、前年度当初予算

449.0

449.0

493,900

493,900

110,000

110,000

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額30,491千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額及び過年度分損益勘定留保資金等で補てんするもの。

投資 3,600 3,600 0 0.0

その他投資 3,600 3,600 0 0.0

企業債償還金 53,476 33,867 19,609 57.9

企業債償還金 53,476 33,867 19,609 57.9

建設改良費 677,387 110,000 567,387 515.8

資産購入費 514,686 84,000 430,686 512.7

当初予算額② ①-② ③/②×100

資本的支出 734,463 147,467 586,996 398.1

53,476千円を計上。

　３項投資１目その他投資は、前年度当初予算額と同額の3,600千円を計上。これは、看護師確保の

ための修学資金貸付金によるもの。

(単位:千円)

区　　分
令和4年度 令和3年度 増減額③ 増減率(％)

当初予算額①

(資本的支出)
　資本的支出は、前年度当初予算額に対して586,996千円、398.1％増の734,463千円を計上。

　１項建設改良費は、前年度当初予算額に対して567,387千円、515.8％増の677,387千円で、その内訳

として、１目資産購入費は、電子カルテシステム更新や医療機器整備分として、430,686千円増の

　２項企業債償還金１目企業債償還金は、前年度当初予算額に対して19,609千円、57.9％増の

修学資金貸付金返還金 1 1 0 0.0

修学資金貸付金返還金 1 1 0 0.0

市町村負担金 26,738 16,934 9,804 57.9

市町村負担金 26,738 16,934 9,804 57.9

③/②×100

資本的収入 703,972 126,935 577,037 454.6

区　　分
令和4年度 令和3年度 増減額③

当初予算額① 当初予算額② ①-②

2 .資本的収入及び支出について(税込み)
(資本的収入)
　資本的収入は、前年度当初予算額に対して577,037千円、454.6％増の703,972千円を計上。

国県補助金 73,333 0 73,333 皆増

　２項市町村負担金１目市町村負担金は、企業債元金償還金に要する経費とし、繰出基準に基づく市

町村からの負担金で、前年度当初予算額に対して9,804千円、57.9％増の26,738千円を計上。

　３項国県補助金１目国県補助金は、電子カルテシステム更新に係る国保特別調整交付金等で、

73,333千円を計上。

国県補助金 73,333 0 73,333 皆増

　４項修学資金貸付金返還金１目修学資金貸付金返還金は、項建てとして1千円を計上。

(単位:千円)

増減率(％)
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